






Ⅳ 新 生 編

日，竣工が同年10月2 日，工期わずか3 か月半で完成した。この落成によって，当社は同

日，東横百貨店の6 階・7 階にあった本社事務所を新社屋に移転し， そのあとは東横百貨

店に返還した。当社の本社社屋が完成した当時の渋谷駅周辺は，まだ戦災復興の途上にあ

ったため，新本社社屋は，わずか3 階建て（昭和32年12月20 日，4 階に増築）ながら高台

に建てられたこともあって，7 階建ての東横百貨店に次いでめだつ建物であった。

なお，本社所在地の表示は渋谷区大和田町98番地であったが，のちに昭和45年1 月1 日

に住居表示の変更が行なわれ，現在は渋谷区桜丘町26－20 である。

本社事務所の変遷

目黒蒲田電鉄が大正11年9 月2 日に創立されたときの事務所は，京橋交差点の一角，東

京市京橋区南伝馬町3 丁目5 番地の第一相互館内であった。次いで目黒蒲田電鉄は，大正12

年5 月14日，本社を京橋から東京府荏原郡大崎町大字上大崎239 番地に移転した。

大正13年10月25日からは，東京横浜電鉄が目黒蒲田電鉄系となり，本社を麹町区有楽町2

丁目1 番地から移転して，目黒蒲田電鉄本社に同居することとなった。

昭和11年10月22日，東京横浜電鉄が玉川電気鉄道をさん下に収めたのを機に，目黒蒲田

電鉄・東京横浜電鉄両社は，渋谷区大和田町1 番地（現在の西口バスターミナル）所在の

旧玉川電気鉄道本社建物を増改築して本館とし，さらに本館と道路を隔てたところに，木

造2 階建ての事務所を新築し，昭和12年3 月1 日に移転を完了した。

昭和17年5 月1 日，大東急成立とともに営業局制がしかれ，旧小田急電鉄本社（渋谷区

千駄ケ谷5 丁目892 番地）は新宿営業局に，旧京浜電気鉄道本社（芝区高輪南町17番地）

は品川営業局となった。また，昭和19年5 月31 日の京王電気軌道の合併により，同社の旧

本社（四谷区新宿3 丁目48番地）は京王営業局となった。

昭和18年12月21日，政府は都市

疎開実施要綱を決定し，渋谷にお

いても渋谷駅周辺の建物が強制疎

開の対象となり，昭和19年に当社

の本館と新館がとりこわされた。

以後，当社の本社事務所は，新宿

営業局，品川営業局，清和会館，

旧渋谷国民学校などと各所に分散

し，または転々と移り変わること

となった。その後，それまで新宿昭 和25年10月，完成直後，裏から見た本社
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第3 章 新 発 足

営業局と同居していた重役室・総務局などは，東横百貨店の3 ～5 階に移転した。

ところが，昭和20年5 月24日～25日の大空襲によって，東横百貨店，清和会館，旧渋谷

国民学校が全焼してしまったため，とりあえず，代官山の元東京市議会議長朝倉虎治郎邸

（渋谷区猿楽町39番地）を賃借して本社仮事務所とし，津田山の健民修練所，工業都市の法

政大学予科および桜新町の三井農園などにも一部仮事務所を置いた。翌月4 日になって，

ふたたび東横百貨店の3 階から5 階までを本社事務所として使用することとなった。

昭和21年1 月，東横百貨店の3 ・4 階を劇場に改装して映画・演劇の興行を開始するこ

ととなり，当社の本社事務所は5 ～7 階の3 フロアーを使うこととなった。

その他の事業計画であるが，この期間においては，当社の新規事業進出は皆無といって

よかった。ただ，五島慶太の意向で，昭和26年，日本航空の発足に先立って，当社，京王

帝都電鉄，小田急電鉄，東横百貨店，日本交通などが相携えて，資本金1 億円の日本航空

輸送の設立を企画し，公聴会を開催するところまで計画は進展していたが，時期尚早とい

うことで実現されなかった。

5） 資産再評価の実施

実施までの経過

政府は，戦後の急激なインフレを収束させるため，金融緊急措置令，日本銀行券預入令

を公布したり，荒廃した基幹産業の設備を復旧し生産量を増加させるため，復興金融金庫

を設立するなど，各方面にわたって対策を講じたが，これらの方策がかえって通貨の増発

を招き，インフレを高進させてしまった。

昭和23年12月，GHQ は，日本政府に対し経済安定9 原則の実施を指令してきた。続い

て翌24年2 月，GHQ の財政顧問であり，公使の資格をもつジョセフ・ドッジは，インフ

レを即時に収束し，日本経済の自立を図るため，復興金融金庫の融資を禁止すること，超

均衡予算を編成して健全財政を保持すること，輸出振興のため，1 ドル＝360 円の単一為

替レートを設定すること，など一連の経済安定政策を打出した。いわゆるドッジ・ライン

である。

ド ッジ・ラインの実施により，さしものインフレーションも収束することができたが，

あまりにも急激な収束策であったため， わが国経済は，逆に深刻なデフレ様相を呈するこ

ととなった。しかし， これは昭和25年6 月に発生した朝鮮動乱によって，しだいに緩和さ

れていった。

このド ッジ・ラインによる一連の財政経済政策を，税制の面から補完したのが，シャウ

411



Ⅳ 新 生 編

プ勧告であった。昭和24年5 月から3 か月間，GHQ の招きによって，アメリカのコロン

ビア大学シャウプ博士を団長とする税制使節団が来日し， わが国の税制や税務行政の実態

調査を行ない，その結果を9 月に発表した。日本税制報告書，つまりシャウプ勧告である。

わが国は，このシャウプ勧告に基づいて，昭和25年に税制の大改革を行なった。このな

かで，戦後急激に進行した物価上昇に適合するように，個人および法人ともに資産の再評

価を行ない，再評価差額に対し，臨時税として6 パーセントの再評価税を課することとな

った。これに関連して制定された法律が資産再評価法である。

ところで，戦後の急激なインフレーションによって，企業の資産帳簿価格は，時価に比

較して，著しく低くなった。低い簿価で行なう減価償却では，売上げ原価が少なくなり，

利益が不当に大きく計上されることとなる。本来なら，減価償却引当金として社内に蓄積

されるはずの資金が社外に流出し，企業はみずから資産を食いつぶすこととなる。そのよ

うな理由で，資産再評価法に基づいて，各企業では，適正な減価償却を実施して資本を蓄

積し，経済の正常な運営に寄与するため資産の再評価を実施した。

当社の資産評価

当社の場合は，資産再評価を2 回行なっている。最初は昭和24年6 月1 日を再評価期日

とし，鉄軌道業・バス業およびその他の固定資産を平均6．4倍の率で評価替えを行なった。

その結果，

資産再評価額26 億864万1，898円67銭

帳簿価格5 億691万2，376円91銭

再評価差額21 億172万9，521円76銭

となり，6 パーセントの再評価税納付後の20億8，919万1，390円76銭を昭和25年上期の（2）に

おいて，再評価積立金として計上した。昭和27年2 月1 日，この再評価積立金のうち，3

億円を資本金に組入れ，普通株式600万株を株主に無償交付した。2

回目は，昭和28年6 月1 日を再評価期日とし，倍率1．55倍で評価替えを行なった。そ

の結果，

資産再評価額32 億5，916万2，696円

帳簿価格19 億5，577万9，431円

再評価差額13 億338万3，265円

となり，再評価税納付後の12億2，518万275円を昭和28年上期に再評価積立金として計上し

た。この時点の再評価積立金合計額は，29 億4 ，466万9 ，756円となった。その後，昭和36

年10月1 日，再評価積立金のうち，2 億2，500万円を資本金に組入れ，普通株式4，500万株
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第3 章 新 発 足

を1 株につき，有償45円，無償5 円で交付した。

6） 再編成後の当社労働組合

再編成時の状況

当社労働組合は，昭和20年12月，戦後の混乱した社会のなかで結成されて以来，左翼系

思想に基づく政治闘争と，インフレから組合員の生活を確保するための経済闘争とを織り

まぜながら，過激な労働運動を繰返してきたが，昭和23年5 月1 日の東横百貨店の独立，

同年6 月1 日の京王帝都電鉄，小田急電鉄，京浜急行電鉄の分離独立により，当社労働組

合もそれぞれ分離各社に従って分割された。分割後の当社労働組合の組合員は，かつての1

万3 ，000人の大世帯から大幅に減少して4 ，200人となった。組織は，本部のもとに，本

社，玉川，東横，目蒲，大井町，池上，自動車の7 支部で構成された。

東急労働組合は，再編成直後の昭和23年6 月18日，19 日，20 日の3 日間にわたって全面

ストライキを決行した。このストライキの発端は，再編成以前の昭和22年12月以来続いて

いた賃金スライド問題であった。

昭和22年4 月16日，中央労働委員会（以下，中労委）の調停に基づいて，私鉄経営者団と

私鉄総連との間に，最低賃金制に関する仮協定が成立していたが，同年12月に，私鉄総連

は仮協定のなかに盛られた「賃金は物価の変動に伴ってスライドする」という条文に従っ

て，翌23年6 月からこれを実施するよう私鉄経営者に要求した。しかし私鉄各社は，①経

理の実情から実施が不可能である，②運賃が物価の上昇にスライドしないのに賃金のみス

ライドすることはできない，として対立し，翌17日の中労委の調停にもかかわらず，交渉

は決裂した。そのため私鉄総連は，ストライキによってその要求を貫くこととし，私鉄総

連関東地方連合会は，5 月18日に

第1 波，20日に第2 波の全面スト

ライキを各単組に指令し，まず第1

波のストライキを決行した。

しかし，中労委会長末広厳太郎

の警告によって，20 日の第2 波ス

トライキは中止され，「調停案中

賃金に関する条項の実施に関する

覚書」を交換して，細部の交渉は

各社ごとに行なうこととなった。
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Ⅳ 新 生 編

このような状況のさなか，昭和23年6 月1 日，当社の再編成が行なわれたのである。し

かし，さかのぼっての賃上げの関係上，同年4 月～6 月分給与のうち2 か月分が再編成以

前に属するので，同年6 月14日，当社，京王帝都電鉄，小田急電鉄，京浜急行電鉄の4 社

は，労使代表者会議を開いた。労使双方は，4 社それぞれ会社の特殊性があるので，以後

各社別の交渉に切替えることとした。そして，小田急電鉄，京浜急行電鉄などはまもなく

妥結したが，当社の交渉はそのまま平行線をたどり，ついに6 月18 日，19日，20日の3 日

間にわたる全面ストライキに突入してしまったのである。この3 日間のストライキは，当

社の労働争議史上で最も長期化したものであった。

また，当社はすでに昭和21年12月28日に締結した労働協約により，労働組合の経営参加

を認めて経営協議会を設置し，以来，再編成後においても労使間の話合いの場となってい

たが，勤務制度・賃金体系などについての労使間の解釈の相違は，容易に解消することが

できなかった。

さらに労働協約改訂の問題があった。会社側は，再編成以前に締結した労働協約改訂案

によることを主張したのに対し，組合側は，従来の労働協約の自動延長を固執して対立し

ていた。たまたま昭和23年12月に，労働次官通牒として「労働協約に関する指導方針」が

打出され，続いて24年6 月には労働組合法の改正が行なわれたため，従来の労働協約は改

訂せざるを得ない状況であった。しかし，組合は自動延長の主張を譲らなかったので，会

社は，昭和25年2 月25日，組合に対し労働協約の破棄を申入れた。これにより，その後の

労使間は，しばらく無協約状態となったが，昭和28年に至 り，中労委の調停案によって話

合いが急速に進展し，同年3 月16日，約3 年ぶりで労働協約が締結された。新労働協約の

特色は，①非組合員の範囲が，現業長・係長の一部にまで拡大されたこと，②人事権が経

営権の一環として明確にされたこと，③苦情処理手続きが決められたこと，などであった。

新労働協約の締結により，労使関係は一応安定した軌道に乗り，現在に至っている。

レッド・パージとその背景

昭和24年3 月における組合数は3 万6，500，組合員690万人に達していた。当時の労使関

係は，相互不信の状態であり，労働組合は，十分な話合いを行なわずに過激な闘争を繰返

していた。いわば，労使双方とも，新時代の労使関係のあり方について暗中模索している

状態であった。当社の労働組合においても過激な闘争を繰返し，それが当社再編成の原因

の一つとなったことは既述のとお りである。GHQ

および政府は，それまではわが国の民主化政策の一環として育成助長を図ってき

た労働組合が，当初意図したものと異なった方向に進んでいくのに対し，昭和23年夏の官
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公労組の闘争を契機に，徐々に労働組合活動に対する規制を強化していった。その一連の

措置が，昭和23年12月の国家公務員法の改正，25年のレッド・パージの実施，27年の破壊

活動防止法，28年のスト規制法の制定などであった。民間企業に対しては昭和24年3 月，GHQ

から組合専従者に対する会社の給料支払禁止令が出された。

昭和24年以降，ドッジ・ラインが実施されると，企業においても経営の立直しが本格的

に行なわれる段階となった。このような状況を反映して，労働組合も闘争第一主義の時代

から反省期に移行し，労使関係に大きな変化をもたらした。

この傾向は，各労働組合の内部に左翼批判勢力として民主化同盟（民同）系の台頭を促

し，昭和22年の2 ．1ストののち，左翼系の提唱によって生まれた全国労働組合連絡協議会

（全労連）からの脱退が相次いで起こり，やがてこれらの新勢力が結集して，25 年7 月11

日，日本労働組合総評議会（総評）が結成された。私鉄総連も，全日本産業別労働組合会議

（産別）を離れて，総評に加盟した。

労働者側に比較して経営者側の結束は遅れていたが，昭和22年12月に結成された労務・

賃金問題の交渉団体である私鉄経営者連盟と，戦前からの業種団体である日本鉄道会とが

合体して，23 年8 月，私鉄経営者協会が発足した。

ところで，昭和23年から25年にかけて，労働問題から端を発した大 きな事件が次々と起

こった。政府がGHQ の指令に基づき，ドッジ・ラインによる超均衡予算の方針に対応し

て，官公労26万人，国鉄6 万2 ，000人の人員整理を発表すると，人民電車事件，平事件，

下山事件，吹田事件，三鷹事件，松川事件と相次いで大事件が発生し，物情騒然とした事

態となった。また民間でも，企業合理化にからむ人員整理から，東宝，東京芝浦電気，日

産自動車などで長期の過激なストライキが続いた。GHQ

は，これらの事件を，日本共産党を背景とした過激な労働運動が政治問題にまで

発展したものと判断し，昭和25年6 月，日本共産党中央委員24人の追放を行なった。同年6

月25日に朝鮮動乱が勃発すると，GHQ および政府の反共対策はいよいよ強化され，日

本共産党機関紙『アカハ夕』の発行停止，全労連の解散，公共企業および民間産業の過激

共産主義者追放，いわゆるレ ッド・パージと続く一連の強行措置が実施された。

当社におけるレッド・パージ

民間産業のレッド・パージは，昭和25年7 月24日の報道・映画関係が皮切りであった。

続いて，同年9 月25日，私鉄を含む10大産業は，GHQ からレッド・パージについて示唆

された。これによって，私鉄35社の経営者側は，整理実施要項を作成し，当該各組合に提

示した。その基本方針は，「私鉄事業は公益事業である。その使命達成には，労使双方が
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法の権威を尊重し，業務を正常円滑に運営することが要件である。しかるに従業員の一部

には，破壊的言動を行ない，あるいは他の従業員をせん動し，企業秩序を乱し，業務の円

滑な運営を阻害するような非協力者，または公共性に自覚を欠く者があることは，まこと

に遺憾である。経営者としては，重大な社会的使命にかんがみ，事業を破壊から守り，そ

の正常な運営を確保するため，このような言動に出る者，およびこれに同調して行動する

者を排除することはやむを得ない処置である」というものであった。報道関係のレッド・

パージが，共産主義者およびその同調者を対象としていたのに対し，私鉄の場合は，「レ

ッドをパージするのではなく，トラブルメーカーを解雇するのである」として，あくまで

“企業防衛に伴う解雇”という方針を貫いたのである。

これに対し私鉄総連は，「暴力による破壊行為を行なう者は，その処分の対象となるこ

ともやむを得ないが，基本的人権擁護の立場から，ただ共産党員であるための解雇には絶

対反対である」という態度を示した。しかし，私鉄全体の過激共産主義者の整理は，一応

平穏に行なわれた。整理該当者は，私鉄37社合計で525人であった。

当社は，昭和24年10 月23日，41人の整理該当者を発表した。これに対して組合は，「解雇

基準が不明確であり，これによって将来，正常な組合活動を阻害されるおそれかある」と

して中労委に提訴した。中労委会長中山伊知郎は，会社の主張する不当労働行為と，組合

の主張する不当解雇を判定することがむずかしいとして，問題を自主的に解決するよう勧

告した。

そのため組合は，昭和24年年11月15日，拡大中央委員会を開催し，事態収拾策について

協議したが，「今回の人員整理は不当解雇である」と断定することについては，容易に意

見の一致をみるに至らなかった。それは，組合内部において，労働組合は経済闘争を行な

う団体であり，共産党の労働組合に対する組織化方針を阻止し，労働組合の自主性を守る

べきであるとして，正常な労働組合活動から逸脱し，破壊的言動に走る一部の過激な組合

員に対し，以前から不満をもつものが多かったからである。そして，もはや過激派ととも

に組合活動をすることはできないと考える組合員が大半を占め，むしろレッド・パージに

積極的に賛成するようになっていた。

こうして，昭和24年11月16日～19日にかけて行なわれた解雇問題についての一般可否投

票で，有権者数3 ，919，投票数3，534票のうち，可とするもの3，033票，否とするもの377

票，白紙124 と圧倒的多数でレッド・パージは可決された。執行部は，投票の結果を勘案

して，12月1 日および2 日の組合大会において最終的態度を討議し，153 対8 ，白紙7 を

もって，正式に41人の解雇を承認した。
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